
 

鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業補助金交付要綱 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業補助金（以下「本補助金」という。）

について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 ⑴ 空き家 個人が居住を目的として建築又は購入をし、所有している、現に居住者のいない（近

く居住者がいなくなる予定のものを含む。）住宅をいう。 

 ⑵ ＵＪＩターン希望者 現に本県以外の区域に住所を有し、本市に定住する希望がある者のうち、

鳥取市定住促進・Ｕターン相談支援窓口に相談者登録しているものをいう。ただし、本補助金

の申請日前１年以内に本市から転出したことがある者を除く。 

 ⑶ ＵＪＩターン者 ＵＪＩターン希望者のうち、現に本市に住所を移した者で鳥取県外から鳥取

市に転入して６月を経過していないものをいう。 

⑷ 避難者 次のア又はイのいずれかに該当する者をいう。 

ア 災害（平成２３年３月１１日以降に発生し、激甚災害に指定されたものをいう。以下同じ。）

の日から３年以内にその災害の対象地域から市に避難してきた者（市への避難を希望している

者を含む。）又は避難後市に住所を有するに至った者で、鳥取市定住促進・Ｕターン相談支援

窓口に相談者登録しているもの（本補助金の申請日前１年以内に本市から転出したことがある

者を除く。） 

イ 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の被災地から避難してきた者であって、平成

２８年１１月８日時点で既に市内に避難しており、かつ、市が避難者として把握しているもの 

 ⑸ 空き家提供者 空き家に係る賃貸を行うことができる権利を有し、ＵＪＩターン希望者にそ

の空き家を提供する個人、特定非営利活動法人及びまちづくり団体をいう。 

（交付目的） 

第３条 本補助金は、ＵＪＩターン希望者、ＵＪＩターン者、避難者又は空き家提供者に対し、住宅

の改修、家財道具処分に必要な経費の全部又は一部を助成することにより、もってＵＪＩターン者

の住生活の安定向上を図り、人口増加により本市の活性化を促進するとともに、放置された空き家

を有効に利活用することで、空き家による災害及び犯罪を未然に防止し、もって良好な景観及び生

活環境の創生並びに安全で安心な地域づくりに寄与することを目的として交付する。 

（補助金の交付） 

第４条 本補助金は、前条の目的の達成に資するため、別表第１欄に掲げる補助対象事業の事業内容

に応じて、同表第２欄に掲げる補助対象者に対し、第３項に定める額を交付する。 

２ 避難者が行う補助対象事業は、避難の原因となった災害の発生した日から１０年を経過する日の

属する年度の末日までに実施するものとし、当該事業の実施に当たっては本補助金の交付の決定を

受けた日の属する年度と同一の年度内に完了するものとする。 

３ 本補助金は、前項の補助対象者に別表第３欄に掲げる補助対象経費の額（仕入控除税額（補助対

象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８



 

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）

を除く。）に同表第４欄に定める補助率を乗じて得た額（同表第５欄に定める額を上限とし、１，

０００円未満の端数は、これを切り捨てる。）以内とし、予算の範囲内で交付する。 

４ 本補助金は、同一の世帯及び同一の住宅に対して１回に限り交付する。ただし、市長が特に必要

と認める場合は、この限りではない。 

（交付申請） 

第５条 本補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に規定する交付申請書に次に掲げる書類

を添付し、市長が別に定める日まで（申請の日において別表第６欄に定める交付申請の時期が到来

していること。）に市長に提出しなければならない。 

⑴ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業計画書（様式第１号） 

⑵ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業収支予算書（様式第２号） 

⑶ 誓約書（様式第３号）（家財道具を処分する場合に限る。） 

⑷ 改修工事又は家財道具処分に係る見積書の写し 

⑸ 位置図 

⑹ 定住しようとする者に係る戸籍の附票の写し（サブリース物件で家財道具処分のみの場合を除

く。） 

⑺ 次のアからオまでに掲げる書類（住宅を改修する場合に限る。） 

ア 補助対象経費内訳書 

イ 補助対象数量計算書 

ウ 改修内容の分かる図面 

エ 登記事項証明書等対象住宅の所有者が分かる書類及び対象住宅の所有者と入居者が異なる

場合にあっては確認書（様式第４号） 

オ 家主と空き家運営業務を委託している団体とのサブリース契約書の写し 

⑻ り災証明書又はそれに準ずる書類（第２条第１項第４号アの場合に限る。） 

２ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでないときは、

前条第３項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額

（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。 

３ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、前条第３項の規定にかかわらず、仕入控除税額

を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が明らか

になった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とする。

以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

 （着手届を要しない場合） 

第６条 本補助金に係る補助事業は、規則第１０条第１項第３項に規定する市長が別に定める場合と

し、同項に規定する着手届の提出は要しない。 

（補助の返還） 

第７条 市長は、本補助金の交付の決定をする場合において、補助事業者がこの要綱、規則、法令等

に違反したときは、市長がやむを得ないものと認める場合を除き、本補助金の交付の決定を取り消

し、既に交付された補助金の全部又は一部に相当する金額の返還を命ずる旨を条件として交付する



 

ものとする。 

（補助事業等の変更） 

第８条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

 ⑴ 本補助金の増額 

 ⑵ 本補助金の２割を超える減額 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条の実績報告は、同条に規定する実績報告書に次に揚げる書類を添えて行わなけ

ればならない。 

⑴ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業報告書（様式第１号） 

⑵ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業収支決算書（様式第２号） 

 ⑶ 補助事業等の経過又は成果を証する書類、写真等 

 ⑷ 次のアからキまでに掲げる書類（住宅を改修する場合に限る。） 

ア 建築確認が必要な建築行為の場合は検査済証の写し 

イ 工事請負契約書の写し 

ウ 改修内容の分かる図面 

エ 補助対象経費内訳書 

オ 補助対象数量計算書 

カ 家主又は空き家運営業務を委託している団体と定住しようとする者による賃貸借契約書の

写し 

２ 前項の実績報告は、補助事業の完了後１月以内又は補助事業の完了の日の属する年度の３月３１

日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

３ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その時点で

明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入

控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超え

る額を控除して報告しなければならない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実

績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）

を超えるときは、様式第５号により速やかに市長に報告し、市長の返還命令を受けて、その超える

額に対応する額を市に返還しなければならない。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか本補助金に関し必要な事項は、市民生活部長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月 1 日から施行し、平成２７年度の補助事業から適用する。 

（鳥取市ＵＪＩターン住宅支援事業補助金交付要綱及び鳥取市空き家利活用促進事業補助金交付要

綱の廃止） 

２ 鳥取市ＵＪＩターン住宅支援事業補助金交付要綱（平成１９年５月１日制定）及び鳥取市空き家

利活用促進事業補助金交付要綱（平成２６年４月１日制定）は、廃止する。ただし、この要綱の施

行の日前までに行われた廃止前の鳥取市ＵＪＩターン住宅支援事業補助金交付要綱及び鳥取市空



 

き家利活用促進事業補助金交付要綱の規定による申請に係る事案については、なお従前の例による。 

  附 則 

 （施行日） 

１ この要綱は、平成２８年４月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業補助金交付要綱の規定は、こ

の要綱の施行の日以降の交付申請から適用し、施行の日前に交付決定されものについては、なお従

前の例による。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年１１月８日から施行し、平成２８年度の補助事業から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年５月１日から施行し、改正後の鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業

補助金交付要綱の規定は、平成２９年４月１日から適用する。 

  附 則 

 （施行日） 

１ この要綱は、平成３０年４月２４日から施行する。 

附 則 

 （施行日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



 

別表（第４条、第５条関係） 

１ 
補助対象事業の内容 

２ 
補助対象者 

３ 
補助対象経費 

４ 
補助率 

５ 
上限額 

（単位：千円） 

６ 
交付申請の時期 

空き家バンクに登録され

た住宅を改修し、又は家財

道具を処分する場合※実

家は対象外とする 

ＵＪＩターン希望者、ＵＪ

Ｉターン者、避難者又は空

き家提供者 

補助対象事業の実施に要す

る経費のうち居住の用に供

する部分に係る改修費並び

にごみ処理手数料、収集・

運搬料金、特定家庭用機器

リサイクル料金及び廃棄物

処分業者等に委託して家財

を処分する場合における委

託費等 

５０／１００ 

４００ 

※サブリース住

宅で改修と家財

道具処分を分割

して申請する場

合は、合わせて４

００千円とする。 

借主決定後 

空き家バンクに登録され

たサブリース住宅を改修

し、又は家財道具を処分す

る場合（同一年度内に限

り、改修と家財道具処分を

分割して申請できる。） 

空き家提供者のうち本市

が「空き家運営業務」を委

託している団体 

⑴ 改修のみ又は改修と家財道

具処分を同時に行う場合は、借

主決定後 

⑵ 家財道具処分のみの場合は、

借主決定前においても申請で

きる。 

※上段と下段を併用して補助金を申請することはできない。 



 

様式第１号（第５条、第９条関係） 

  年  月  日      

 

鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業計画（報告）書 

 

１ 住宅の所在地（分譲地）   鳥取市          （      ） 

 

２ 住宅の入居予定者（申請者）  

 

計   名 

３ 住宅の名称、 号室等※該当する場合に記入 

 

４ 住 宅 の 所 有 者 

 

５ 住宅の構造及び規模        造   階建   

 

６ 事 業 の 内 容 

① 改修 

 
見積(決算)額  円 

補助対象経費(A)  円 

②家財道具処分（新規・既交付済み）※該当区分に○をすること。 

 補助対象経費(B) 

（積算内訳） 

○  円 

○  円 

○  円 

○  円 

 小  計  円 

③既補助金交付額  円 

④補助対象経費合計（①＋②）    円 

 
補助金交付(申請)額 
(④×   /100 
（上限    千円））-③ 

 円 

（千円未満の端数切り捨て） 

７ 事 業 の 目 的 

 

 

８ 事業の着手予定及び完了予定 

 事業着手予定年月日     年  月  日 

 事業完了予定年月日     年  月  日 

 

９ 仕入控除税額の有無 
有 ・ 無 

※仕入控除額の「有」「無」のいずれかに○をしてください。 
 「無」の場合には、その理由を記載してください。 
（ 免税事業者であるため ・ その他（                  ）） 
 



 

様式第２号（第５条、第９条関係） 

 

  年  月  日 

 

鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業収支予算（決算）書 

 

 

１ 収  入 

科  目 金  額（円） 備  考 

鳥 取 市 補 助 金    

自 己 資 金    

借 入 金   

   

   

   

合   計   

 

 

 

２ 支  出 

科  目 金  額（円） 備  考 

   

   

   

   

   

   

   

合   計   

 



（貸主が行う場合） 

様式第３号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

鳥取市長        様 

 

 

 住 所 

 

 

                       氏 名             

 

 

 

誓  約  書 

 

 

 

 以下のとおり相違ないことを誓約します。 

 

 

誓約事項（該当欄に「レ」を記載すること。） 

・ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業により、家財道具を処分又は改修し

環境整備を行った空き家は、交付から５年間はＵＪＩターン者又は避難者の居

住の目的のために使用します。  

□ 

・ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業により、家財道具を処分し環境整備

を行った空き家については、県外に積極的にＰＲし、ＵＪＩターン者の入居に

努めます。※空き家提供者のうち本市が「空き家運営業務」を委託している団体の

場合のみチェック 

□ 

・ この事項に違反又は事実と相違することがあったときは、鳥取市から受けた補

助金の一部又は全部を直ちに返還します。 
□ 



（借主が行う場合） 

様式第３号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

鳥取市長        様 

 

 

 住 所 

 

 

                       氏 名             

 

 

 

誓  約  書 

 

 

 

 以下のとおり相違ないことを誓約します。 

 

 

誓約事項（該当欄に「レ」を記載すること。） 

・ 鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業補助金の交付日より５年間、鳥取市

から転出しません。 
□ 

・ この事項に違反又は事実と相違することがあったときは、鳥取市から受けた  

補助金の一部又は全部を直ちに返還します。 
□ 



（改修の場合、空き家提供者が記載） 

 

 様式第４号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

鳥 取 市 長      様 

 

 

住 所 

 

氏 名             

 

 

 

 

確  認  書 

 

 

 

 私の所有する下記の住宅について、鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業により改修するこ

とに同意し、改修部分について原状回復義務を免除することを確認します。 

 

 

 

記 

 

１．住宅の所在地 

 

 

２．住宅の名称、号室等 

 

 

３．住宅の入居者 

 

 

 

※２は、該当する場合に記入のこと。 

 

 



 

 

様式第５号（第９条関係） 

 

年  月  日  

 

          様 

                 

                      事業実施主体    

 

            年度仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

  年 月 日付第   号により交付決定の通知のあった鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進

事業について、鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業補助金交付要綱第９条第４項の規定に基

づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 規則第１２条の２の補助金の額の確定額（   年 月 日付第 号による額の確定通知額） 

   金        円 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

   金        円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税相当額 

   金        円 

 

４ 補助金返還相当額（（３－２）×補助率） 

   金        円 

 

 

（注）事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 

 

 


